
 

 

 

 

 

 

 

 

 

光英VERITAS高等学校学則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



光英VERITAS高等学校学則 

 

第１章    総        則 

 

（目的） 

第１条 本校は、聖徳太子の「和」の精神を建学の理念として、教育基本法及び学校教育法に則し、

中学校における教育の基礎の上に、心身の発達及び進路に応じて、高度な普通教育及び専門教育

を施し、心身ともに健全な人間を育成することを目的とする。 

 

（名称） 

第２条 本校は、光英VERITAS高等学校という。 

 

（位置） 

第３条 本校は、千葉県松戸市秋山６００に置く。 

 

第２章  課程の組織・学科及び収容定員 

 

（課程） 

第４条 本校の課程・学科及び収容定員は、次のとおりとする。 

 

課  程 学   科 入学定員 総  定  員 

全 日 制 

普 通 科 4 5 9 名 1 , 3 7 7 名 

音 楽 科  3 0 名    9 0 名 

 

２ 各学級の収容定員は、１学級４０名以下とする。 

 

第３章  修業年限・学年・学期及び休業日等 

 

（修業年限） 

第５条 本校の修業年限は、３年とする。 

 

（学年） 

第６条 学年は、４月１日から始まり翌年３月３１日に終わる。 

 

（学期） 

第７条 学年を分けて次の２学期とする。 

前期  ４月１日から９月３０日まで 

後期 １０月１日から３月３１日まで 

 

（休業日・臨時授業及び臨時休業日） 

第８条 本校の休業日は、次のとおりとする。 

（１）日  曜  日 

（２）国民の祝日に関する法律に定めた休日 

（３）学園創立記念日（４月２７日） 

（４）夏季休業 

（５）冬季休業 



（６）春季休業 

（７）千葉県民の日（６月１５日） 

２ 前項第４号から第６号までの期間は、校長が別に定める。 

３ 教育上必要があり、かつ、止むを得ない事情があるときは、第１項にかかわらず休業日に

臨時授業を行なうことがある。 

４ 非常変災その他特別の事情があるときは、臨時に授業を行わないことがある。 

 

第４章    入学・退学・転学及び休学等 

 

（入学資格） 

第９条 本校に入学することができる者は、身体強健・品行方正の者で、次の各号の一に該当

する者とする。 

（１）中学校を卒業した者 

（２）外国において、学校教育における９年の課程を修了した者 

（３）文部科学大臣が中学校の課程に相当する課程を有するものとして指定した在外教育施

設の当該課程を修了した者 

（４）文部科学大臣の指定した者 

（５）本校において、中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 

 

（入学の出願） 

第１０条 本校に入学を志願する者は、本校所定の書類に入学検定料を添えて所定の期日まで

に校長に提出しなければならない。 

 

（入学者の選考） 

第１１条 前条の入学志願者については、別に定めるところにより選考を行う。 

 

（入学手続及び入学許可） 

第１２条 前条の選考の結果適正と認められ、かつ、本校に入学しようとする者は、所定の書

類に保護者等及び保証人連署の誓約書に入学に必要な費用を添えて、所定の期日までに入学

手続きをしなければならない。 

２ 前項の手続きを完了した者に対して、校長は入学を許可する。 

 

（保護者等・保証人） 

第１３条 保護者等は親権者又は後見者とする。 

２ 保証人は、千葉県内又はその周辺に居住し、満３１才以上の公民権を有し、独立した生計

を営む者若しくは本校で適当と認めた者とする。 

３ 保護者等・保証人は、その生徒の在学中、生徒に係る一切の責任を負うものとし、常に学

校教育活動に協力しなければならない。 

 

（保護者等・保証人の変動） 

第１４条 保護者等又は保証人が転籍・転居又は氏名を変更したとき、その他一身上に変動を

生じたときは、生徒は速やかに、校長に保護者等及び保証人連署の誓約書を添えて変更の届

出を行わなければならない。 

２ 前項の変動が死亡、失そう又は後見開始の審判若しくは破産等に係るものであるときは、

改めて保護者等又は保証人を定めなければならない。 

３ 保証人が適当でないと認められるときは、変更させることがある。 

 

 



（転入学） 

第１５条 他の高等学校より転入学を志願する者があるときは、特別の事情がある場合に限り、

選考の上、相当学年に入学を許可することがある。ただし、本校に欠員がある場合に限る。 

 

（退学及び転学） 

第１６条 修学中疾病その他止むを得ない事情により、中途退学若しくは他の高等学校に転学

を希望する者は、所定の用紙にその事由を記入し、保護者等より願い出て、校長の許可を受

けなければならない。 

 

（再入学） 

第１７条 前条の規定により、転学又は退学した者は、１年以内に再入学を願い出たときは、

その事由により再入学させることがある。ただし、本校に欠員ある場合に限る。 

 

（留学） 

第１８条 校長は、生徒が外国の高等学校に留学しようとするときは、別に定める「留学に関

する規程」にもとづき、留学を許可することができる。 

 

（休学） 

第１９条 生徒が、疾病その他止むを得ない事情により、３ヶ月以上就学することのできない

場合は、所定の用紙にその事由を記入し、保護者等と連署のうえ、校長に休学を願い出るこ

とができる。ただし、疾病の場合は医師の診断書を添えなければならない。 

２ 校長は、前項の願い出が正当なものと認めたときは、休学を許可することができる。 

 

（休学の期間） 

第２０条 休学の期間は１年を超えることができない。ただし、特別な事由がある場合は、引

続き更に１年まで延長することができる。 

２ 休学の期間は、通算して２年を超えることができない。 

（復学） 

第２１条  休学期間中にその事由が消滅した者が、復学を志願するときは、所定の用紙にその

理由を記入し、保護者等より願い出ることによって、相当学年に復学を許可することがある。

ただし、疾病の場合は医師の診断書を添えなければならない。 

 

（出席停止） 

第２２条 伝染性の疾病にかかり若しくはその虞のある生徒に対し、校長は学校医又は保健所

長の意見を聞いて出席停止を命ずることができる。 

 

（除籍） 

第２３条 次の各号の一に該当する者は除籍することができる。 

（１）第２０条に定める休学の期間を超えて、なお修学できない者 

（２）正当な理由がなく指定期間中に学費を納付しない者 

（３）長期間に亘り所在不明の者 

 

第５章    教育課程・単位認定及び卒業等 

 

（教育課程） 

第２４条 本校の教育課程は、高等学校学習指導要領に定める基準を標準として、別表１から

別表４に定めるとおりとする。 

 



（単位認定） 

第２５条 生徒が本校の定める教育計画に従って教科・科目を履修し、当該学年におけるその

成果が満足できると評価された場合は、校長が当該学年の学年末にその教科・科目について

所定の単位を修得したことを認定する。 

 

（卒業） 

第２６条 校長は前条の規定により、生徒が本校所定の全課程を修了し、かつ、第２９条の規

定、並びに校長が定めた条件を満たしたと認められるときは、卒業証書を授与する。 

 

（原級留置） 

第２７条 生徒が長期休学・成績不良・その他の事由により所定の単位を修得せず、進級させ

ることが適当であると認めがたいときは、原学年に留め置くことがある。 

 

第６章    入学検定料及び授業料等納付金 

 

（入学検定料及び授業料等納付金） 

第２８条 本校の入学検定料、入学金、施設設備費、授業料及び設備維持費（以下「授業料

等」という。）は別表のとおりとする。 

 

（納入及び納入の特例） 

第２９条 入学金は、入学手続き時に納入しなければならない。 

２ 施設設備費は、入学手続き時及び各年次に分割して納入するものとし、本校が指定する所

定の期日までに納入しなければならない。 

３ 授業料及び設備維持費は、生徒の在籍中は出席の有無にかかわらず、年２回に分けて納入

するものとし、本校が指定する所定の期日までに納入しなければならない。ただし、生徒が

休学している場合は、当該休学期間中の授業料及び設備維持費の納入を免除することがある。 

４ 学業成績の優れた者など、授業料等の減免に関する事項は、別に定める。 

５ 経済的理由その他やむを得ない事情があると認める場合は、授業料等の納入期日の延期又

は分割納入を許可することがある。 

 

（納付金の不還付） 

第３０条 既納の授業料等は、原則として返還しない。 

 

第７章    職員組織 

 

（職員） 

第３１条 本校に次の職員を置く。 

（１）校  長  １名 

（２）教  頭  １名 

（３）教  諭  37名 

（４）養護教諭  １名 

（５）司書教諭  １名 

（６）事務長   １名 

（７）事務職員  １名 

（８）実習助手  １名 

（９）学校医、学校歯科医及び学校薬剤師 各１名 

２ 前項のほか、副校長、主幹教諭、指導教諭その他の職員を置くことができる。ただし、副校長

を置くときは教頭を、養護をつかさどる主幹教諭を置くときは養護教諭を、それぞれ置かないこ



とができる。 

３ 第１項第３号の教諭には、助教諭及び講師を含む。 

４ 前三項に定める職員のほか、名誉校長を置くことができる。 

 

（職務） 

第３１条の２ 校長は、校務をつかさどり、所属職員を監督する。 

２ 副校長は、校長を助け、命を受けて校務をつかさどり、校長に事故があるときはその職務を代

理し、校長が欠けたときはその職務を行う。 

３ 教頭は、校長及び副校長を助け、校務を整理し、及び必要に応じ生徒の教育をつかさどり、校

長及び副校長に事故あるときは、校長の職務を代理する。 

４ 主幹教諭は、校長、副校長及び教頭を助け、命を受けて校務の一部を整理し、並びに生徒の教

育又は生徒の養護をつかさどる。 

５ 指導教諭は、生徒の教育をつかさどり、並びに教諭その他の職員に対して、教育指導の改善及

び充実のために必要な指導及び助言を行う。 

６ 教諭は、生徒の教育をつかさどる。 

７ 養護教諭は、生徒の養護をつかさどる。 

８ 司書教諭は、学校図書館の専門的職務をつかさどる。 

９ 助教諭は、教諭の職務を助ける。 

１０ 講師は、教諭又は助教諭に準ずる職務に従事する。 

１１ 事務長は、校長の監督を受け、事務をつかさどる。 

１２ 事務職員は、事務をつかさどる。 

１３ 実習助手は、実験又は実習について、教諭の職務を助ける。 

１４ 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は、本校における保健管理に関する専門的事項に関し、

技術及び指導に従事する。 

１５ その他の職員は、それぞれ校務を分掌する。 

 

第８章    賞        罰 

 

（ほう賞） 

第３２条 生徒がその成績、性行ともに優れ、他の模範となるときは、ほう賞することがある。 

 

（懲 戒） 

第３３条 校長及び教員は、生徒がこの学則、その他本校の定める諸規則を守らず、その本分

にもとる行為があり、かつ、教育上必要があると認めるときは、法令の定めるところにより、

懲戒を加えることができる。 

２ 前項に定める懲戒のうち退学は、次の各号の一に該当する生徒に対して行うことができる。 

（１）性行不良で、改善の見込みがないと認められる者 

（２）学業劣等で、成業の見込みがないと認められる者 

（３）正当な理由がなくて出席常でない者 

（４）学校の秩序を乱し、その他本校生徒としての本分に反した者 

 

第９章    そ    の    他 

 

（寄宿舎） 

第３４条 本校の教育の目的を助成するために寄宿舎を置くことができる。 



２ 寄宿舎に関する規定は校長が別に定める。 

 

（委任） 

第３５条 この学則に定めるもののほか、実施に関して必要な事項は校長が別に定める。 



附 則 

１ この学則は、昭和５８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この学則は、昭和５９年４月１日から施行する。 

２ 昭和５８年４月１日に入学した生徒については、第２７条に規定する授業料等について同

条の規定にかかわらず同生徒の卒業する昭和６１年３月３１日まで、昭和５８年度徴収した

額と同額とする。 

 

附 則 

１ この学則は、昭和６０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この学則は、昭和６１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この学則は、昭和６２年４月１日から施行する。 

２ 第４条第１項の規定にかかわらず、昭和６６年度までの間は、本校の入学定員及び収容定

員を次表のとおりとする。 

 

       年   度 

課程学科 
 ６２ ６３ ６４ ６５ ６６ 

全 

日 

制 

課 

程 

普 通 科 

入学定員 600 600 600 500 500 

総定員 1,600 1,700 1,800 1,700 1,600 

音 楽 科 
入学定員 30 30 30 30 30 

総定員 90 90 90 90 90 

計 
入学定員 630 630 630 530 530 

総定員 1,690 1,790 1,890 1,790 1,690 

 

３ 第３０条第１項第６号に規定する講師の人数については、昭和６６年度までの間、教諭と

講師の合計人数が次表に掲げる数を下回らない数とする。 

 
      年 度 
職名 

６２ ６３ ６４ ６５ ６６ 

教    諭 ８１ ８６ ９１ ８６ ８１ 

 

４ 第３０条第１項第６号に規定する講師の人数については、昭和６４年度においては、事務

職員の数を１０名以上とする。 

 

附 則 

１ この学則は、昭和６３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この学則は、平成元年４月１日から施行する。 

２ この学則の施行前に平成元年度の入学手続きを完了している者に係る入学金については、

第２７条の規定にかかわらず普通科１９０，０００円、音楽科３００，０００円とする。 



附 則 

１ この学則は、平成２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この学則は、平成３年４月１日から施行する。 

２ 第４条の規定にかかわらず、平成３年度の各学年の収容定員は次表のとおりとする。 

区  分 
定             員 

１ 年 ２ 年 ３ 年 合   計 

普 通 科 493名 500名 500名 1,493名 

音 楽 科 30名 30名 30名 90名 

 

附 則 

１ この学則は、平成３年１０月１日から施行する。 

    （消費税法一部改正に伴う学則上納付金の変更） 

 

附 則 

１ この学則は、平成４年４月１日から施行する。 

２ 第４条の規定にかかわらず、平成４年度の各学年の収容定員は次表のとおりとする。 

区  分 
定             員 

１ 年 ２ 年 ３ 年 合   計 

普 通 科 483名 493名 500名 1,476名 

音 楽 科 30名 30名 30名 90名 

 

附 則 

１ この学則は、平成５年４月１日から施行する。 

２ 第４条の規定にかかわらず、平成５年度の各学年の収容定員は次表のとおりとする。 

区  分 
定             員 

１ 年 ２ 年 ３ 年 合   計 

普 通 科 478名 483名 493名 1,454名 

音 楽 科 30名 30名 30名 90名 

 

附 則 

１ この学則は、平成６年４月１日から施行する。 

２ 第４条の規定にかかわらず、平成６年度の各学年の収容定員は次表のとおりとする。 

区  分 
定             員 

１ 年 ２ 年 ３ 年 合   計 

普 通 科 464名 478名 483名 1,425名 

音 楽 科 30名 30名 30名 90名 

 

 



附 則 

１ この学則は、平成７年４月１日から施行する。 

２ 第４条の規定にかかわらず、平成７年度の各学年の収容定員次表のとおりとする。 

区  分 

定             員 

１ 年 ２ 年 ３ 年 合   計 

普 通 科 459名 464名 478名 1,401名 

音 楽 科 30名 30名 30名 90名 

計 489名 494名 508名 1,491名 

 

附 則 

１ この学則は、平成８年４月１日から施行する。 

２ 第４条の規定にかかわらず、平成８年度の各学年の収容定員は次表のとおりとする。 

区  分 

定             員 

１ 年 ２ 年 ３ 年 合   計 

普 通 科 459名 459名 464名 1,382名 

音 楽 科 30名 30名 30名 90名 

計 489名 489名 494名 1,472名 

 

附 則 

１ この学則は、平成９年４月１日から施行する。 

２ 第４条第１項の規定にかかわらず、平成１１年度までの間の入学定員及び収容定員は次の

とおりとする。 

      年度 

課程学科 

 

 
平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 

全

日

制

課

程 

普通科 
入学定員 ４８０ ４５９ ４５９

総定員 １，３９８ １，３９８ １，３９８

音楽科 
入学定員 ３３ ３０ ３０

総定員 ９３ ９３ ９３

計 
入学定員 ５１３ ４８９ ４８９

総定員 １，４９１ １，４９１ １，４９１

 

３ 第４条第２項の規定にかかわらず、平成９年度入学生についての各学級の収容定員は、１

学級４０名以下とする。 

４ 第２４条に規定する教育課程は、平成９年度第１学年入学生より適用し学年進行をもって

実施する。ただし、平成８年度以前の入学生については従前の教育課程を適用する。 

 

附 則 

１ この学則は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ 第４条第１項の規定にかかわらず、平成１２年度までの間の入学定員及び収容定員は次の

とおりとする。 



       年度 

課程学科 

 

 
平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 

全

日

制

課

程 

普通科 
入学定員 ４８０ ４５９ ４５９

総定員 １，４１９ １，４１９ １，３９８

音楽科 
入学定員 ３３ ３０ ３０

総定員 ９６ ９６ ９３

計 
入学定員 ５１３ ４８９ ４８９

総定員 １，５１５ １，５１５ １，４９１

 

３ 第４条第２項の規定にかかわらず、平成１０年度入学生についての各学級の収容定員は、

１学級４０名以下とする。 

 

附 則 

１ この学則は、平成１４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この学則は、平成１５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この学則は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

  この学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

  この学則は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

  この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

  この学則は、平成２９年５月２２日から施行する。 

 

附 則 

  この学則は、平成３０年４月１日から施行する。 



附 則 

  この学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この学則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 第２９条第３項の規定に関わらず、この学則の施行日前、既に在籍している者の授業料及

び設備維持費は、毎月若しくは年２回に分けて所定の期日までに納入しなければならないもの

とする。 

 

附 則 

  この学則は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

  この学則は、令和５年４月１日から施行する。 

 



（別 表） 

 

入学検定料及び授業料等納付金 

令和3年度以降の入学者 

      学科区分 

 
授業料等の区分     

普   通   科 

入学検定料（検定時）   2 2 , 0 0 0 円 

入学金（入学時のみ） 1 5 0 , 0 0 0 円 

施設設備費 （入学時）  1 5 0 , 0 0 0 円 

（２年次）  5 0 , 0 0 0 円 

（３年次）  5 0 , 0 0 0 円 

計 2 5 0 , 0 0 0 円 

授 業 料（月 額）   3 2 , 0 0 0 円 

設備維持費（月 額）   1 6 , 0 0 0 円 

 

 

令和2年度以前の入学者（同じ学年へ転入学する者も含む） 

      学科区分 

 
授業料等の区分     

普   通   科 音   楽   科 

入学検定料（検定時）   2 1 , 0 0 0 円   2 5 , 0 0 0 円 

入学金（入 学 時） 2 3 0 , 0 0 0 円 3 4 0 , 0 0 0 円 

施設設備費 （入学時）  4 5 , 0 0 0 円  5 0 , 0 0 0 円 

（２年次）  4 0 , 0 0 0 円  4 5 , 0 0 0 円 

（３年次）  4 0 , 0 0 0 円  4 5 , 0 0 0 円 

計 1 2 5 , 0 0 0 円 1 4 0 , 0 0 0 円 

授 業 料（月 額）   3 3 , 7 0 0 円   3 8 , 7 0 0 円 

設備維持費（月 額）   1 5 , 0 0 0 円   1 6 , 0 0 0 円 

 

 

 

 

 


